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平成２７年第１回愛川町議会定例会一般質問要旨 

 
※平成２７年３月３日（火） 

議  員 質 問 事 項 

１ 井上 博明 議員 
 

１．町長の政治姿勢について 
（１）国の予算編成による本町への財政及び事業等への影響について 
（２）介護保険料、国保税、保育料などの引き上げは、町民の暮らし

に大きな影響を及ぼすが、予算編成の中で、町民の暮らし支援

への配慮について 
（３）町長の選挙公約実現への取り組みについて 
２．眼科の開設について 
（１）愛川北部病院に早期に眼科が開設できるよう、引き続き、働き

かけてほしいが、町長の考えについて 
３．空き家対策について 
（１）本町における空き家の現状と今後の対策の取り組みについて 
４．災害時要援護者対策について 
（１）災害時要援護者として町に登録されている５０６人の個別支援

計画の取り組み状況について 

２ 小倉  英嗣 議員 
 

１．水素社会実現に向けての取り組みについて 
（１）フューエルセルビークルの購入助成導入に向けた取り組みにつ

いて 
２．ＰＰＳの取り組みについて 
（１）本町では既に１３施設にＰＰＳを導入していますが、新年度に

向けた取り組み状況について 
３．有料広告の取り組みについて 
（１）平成１９年度から事業を実施していますが、各年度の内容と収

入額について 

３ 渡  辺    基 議員 

１．愛川町行政改革大綱第６次改訂版について 
（１）第４次、５次の取り組みの成果と反省点について 
（２）第６次のパブリックコメントについて 
（３）第６次の公表方法と取り組み姿勢について 
２．放課後子ども総合プランについて 
（１）放課後子ども総合プランの本町の考え方について 
（２）本事業に対する国庫補助金の概要及び本町の対応について 

４ 小林  敬子 議員 

１．介護保険について 
（１）医療･介護総合法が本年４月から施行されますが、改定介護保険

の変更点について 
（２）介護保険料と利用料の変更点について 
２．小規模事業者への支援について 
（１）小規模企業振興基本法の概要とポイントについて 
（２）中小企業振興条例制定の考えについて 
（３）中小企業への支援策として融資利率引き下げの考えについて 
３．中津公民館の外履き入館について 
（１）昨年１０月から外履き入館を試行していますが、４月から本格実

施とするのか町長の考えについて 
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議  員 質 問 事 項 

５ 玉利    優 議員 

１． 町の人口減少への対応について 
（１）町の人口減少に対する把握（減少の推移と予測）について 
（２）主要な対策と成果目標について 
（３）残された課題への対応について 
２．空き家対策について 
（１）空き家の問題点について 
（２）空き家の現状（推移と今後の予測）について 
（３）町が取り組む空き家対策について 
（４）空き家対策の課題と認識について 

６ 井出  一己 議員 

１． 交付金活用について 
（１）国の補正予算に盛り込まれた「地域住民生活等緊急支援のための

交付金」を活用する考えについて 
２．認知症対策について 
（１）本町の認知症患者の状況について 
（２）「認知症施策推進５カ年計画（オレンジプラン）」や国家戦略化の

新プランを反映した本町の取り組みについて 
 
※平成２７年３月４日（水） 

議  員 質  問  事  項 

７ 木下  眞樹子 議員 

１． 運動公園施設の利用について 
（１）各運動公園の一部施設は、芝の養生のため冬季に使用できないこ

とになっているが、町の施設管理の考えについて 
２．総合窓口業務と福祉窓口業務の委託について 
（１）宜野湾市や海老名市は、業務の効率化や経費削減を目的に窓 

口業務を民間に委託しているが、町長の考えについて 
３．町の教育理念について 
（１）学校の施設整備のほかに、小中学生の学力向上に向けた教育 

理念に係る町長の見解について 

８ 佐藤  りえ 議員 

１．危険ドラッグ防止対策について 
（１）危険ドラッグの認識と啓発状況について 
（２）青少年対策について 
（３）本町における危険ドラッグを起因とした救急搬送の実績について 
２．教訓を活かした防災･減災対策の取り組みについて 
（１）「防災教育チャレンジプラン」推進の考えについて 
（２）次代の安心・安全を担う町内中学生の防災訓練への参加について 
３．自転車の安全対策について 
（１）本町における自転車事故の状況について 
（２）「改正道路交通法」が６月１日から施行されますが、周知啓発に

ついて 

９ 熊坂  崇徳 議員 

１．防災対策について 

（１）本町の防災対策の取り組みについて 

（２）行政区や町民に対する防災対策の取り組みについて 

（３）国や県、近隣市町村との連携について 

２．無電柱化の推進について 

（１）無電柱化の本町の考えについて 

（２）無電柱化にするための町の負担について 

（３）災害時の電柱による被害想定について 

 


